
 

 

 

百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録有識者会議委員の選任（案） 

 

 

 下記の者を百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録有識者会議委員に選任したいので、

百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録有識者会議規程第２条第２項の規定により、本

部会議に諮るものである。 

 

 

 

記 

 

 

 

１． 和 田 晴 吾 

生年月日・年齢   昭和２３年１月１７日 ６４歳 

現     職   立命館大学文学部教授 

 

 

２． 福 永 伸 哉 

生年月日・年齢   昭和３４年１１月９日 ５２歳 

現     職   大阪大学大学院文学研究科教授 

議題３－④ 



 

略   歴   書 

 

 

 

 

氏 名   和 田 晴 吾 

生 年 月 日   昭和２３年１月１７日 

住 所   奈良市 

最 終 学 歴   京都大学大学院文学研究科考古学修士課程終了 

経 歴 

  昭和５０年３月 京都大学大学院文学研究科考古学修士課程終了 

立命館大学文学部教授 

  古墳時代研究の第一人者 

  宮内庁陵墓管理委員会議委員、文部科学省文化審議会専門委員を歴任 

 

 

 

氏 名    福 永 伸 哉 

生 年 月 日    昭和３４年１１月９日 

住 所    川西市 

最 終 学 歴    大阪大学文学博士 

経 歴 

  昭和６０年 大阪大学大学院文学研究科史学専攻修士課程終了 

昭和６１年 大阪大学大学院文学研究科史学専攻博士後期課程中退 

平成１３年 大阪大学文学博士 

  原始古代葬制研究の第一人者 



 

参考資料 

 

 

現有識者会議委員 

（敬称略） 

 氏 名 主 な 役 職 分 野 

顧問 上田 正昭 京都大学名誉教授 古代史 

座長 石森 秀三 北海道大学観光学高等研究センター長 
観光文明学 

博物館学 

副座長 加藤 晃規＊ 関西学院大学総合政策学部教授 都市計画 

委員 角山  榮  堺市教育委員会顧問 経済史 

委員 金関  恕＊ 大阪府立弥生文化博物館前館長 考古学 

委員 山下 和彦 (財)堺市文化振興財団理事長 マーケティング 

委員 水野 正好＊ 辰馬考古資料館長 考古学 

委員 白石 太一郎＊ 大阪府立近つ飛鳥博物館長 考古学 

委員 佐藤 友美子 (公財)サントリー文化財団上席研究フェロー 生活文化 

委員 井戸 智樹 歴史街道推進協議会総合プロデューサー 都市政策 

委員 宗田 好史＊ 京都府立大学生命環境学部准教授 都市計画 

委員 岡田 保良＊ 国士舘大学イラク古代文化研究所所長 
建築 

文化遺産 

（注）氏名に＊を付した委員は、専門部会委員 



 

百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録有識者会議規程 

 

 

 （名称） 

第１条 百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録推進本部会議規約第１０条の規定に基づく有識者

会議は、百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録有識者会議（以下「有識者会議」という。）とい

う。 

 （組織） 

第２条 有識者会議は、委員１５人以内で構成する。 

２ 委員は、歴史、文化財、観光、まちづくり等について優れた識見を有する者のうちから、百

舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録推進本部会議（以下「本部会議」という。」）の本部長が本

部会議に諮って選任する。 

 （座長） 

第３条 有識者会議に、座長及び副座長を置き、委員の互選によりこれらを定める。 

２ 有識者会議は、座長が主宰する。 

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

４ 有識者会議は、必要に応じて関係者等の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

 （顧問） 

第４条 有識者会議に、歴史、文化財、観光、まちづくり等について高度の学識経験又は特に優

れた識見を有する者を顧問として置くことができる。顧問は、本部会議の本部長が本部会議に

諮って選任する。 

 （部会） 

第５条 座長は、必要に応じて部会を設けることができる。 

２ 部会に部会長を置き、部会を構成する委員の互選により定める。 

３ 部会は、部会長が主宰する。 

 （ワーキンググループ） 

第６条 部会に、必要に応じて委員その他の者で構成するワーキンググループを設けることがで

きる。 

２ ワーキンググループの組織及び運営について必要な事項は、部会長が定める。 

 （庶務） 

第７条 有識者会議の庶務は、本部会議の事務局において行う。 

 （その他）  

第８条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が本部会議に諮って定める。 

 

附 則 



この規程は、平成２３年５月１２日から施行する。 


